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Abstract: Carbon Dioxide Capture and storage (CCS) is a process consisting ofthe separation of 

C02 from industrial and energy related sources， transport to a storage site and long-term 

isolation from the atmosphere. Recently， this technology is expected to play an important role 

for prevention of global warming. For example， G8 Hokkaido Toyako summit Leaders 

Declaration said，‘We strongly support the launching of 20 large-scale CCS demonstration 

projects globally by 2010， taking into account various national circumstances， with a view to 

beginning broad deployment of CCS by 2020'. In this paper， we would like to introduce the 

outline of the CCS technology， quoted from ‘IPCC special report on Carbon Dioxide Capture 

and Storage' and the recent direction aimed for promotion of CCS. 
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1 .はじめに

二酸化炭素の回収貯留網階梯府 (CCS)は、図1~こ示

す様に、火力発霊的 どの人為的排出源から排出される

C白を分離回収、輸送 し、地中や海洋等に長期的に貯蔵し

大気から隔高官することでω2排出を抑制しつつ、化石燃料

図1 二酸化炭素の回収財官版tIの概観[1]

-3-



水素エネルギーシステム Vo1.34，No.l (2009) 

の利用を可能とする梯附オフ。ションであり、ここ数年の

聞に国内外において政策課題としての位置づけに対する

認識も高まり、一層の注目が集められるようになっている。

以下では、こういった最近の関心の高まりに大きく寄与す

ることになった、 IPCC(気候変動に関する政府間パネノレ)

により発行された「二酸化炭素の回収・財官に関する特別

報告書Jに沿って、 CCSの概要を述べるとともに、特に、

CCSの推進を目的とした最近の国内外の動向について紹

介する。

2.俄に関する問問朝IJ報告書

笈防年9月24日(土曜)の夜半過ぎ、モントリオールで

開催されたIPCCの第3作業部会総会において、 「二酸化炭

素の回収・賊翠に関する特別報告書 (SRCCS)J [1]の「政

策決定者のための要約 (SPM)Jの内容が各国政府代表

により承認され、さらに、引き続いて開催されたIPCC総

会に如、てSRCCSの発行が了承された。

この「特別報告書jは、 IPCCでも初めての特定の「技

術Jを対象とした評価報告書であり、その内容は、笈防

年に改訂されたインベントリガイドラインや2f'fJ7年に発

行された第四次評価報告書などIPCCにおける幾つかの活

動分野、ひいては，UNFCCCにおける交樹舌動などにも影

響を及ぼしている。

IPCCの報告書は、各国から推薦された候補者から地域

バランスなどを考慮して選ばれた執筆者チームにより執

筆・編集が行なわれる。その際、 「新たな知見を創り上げ

るのではなく、査読を受けた公表論文の調査に基づき、異

なった見角卒を取り込みつつ言刊面を行し'1J、 「科学的知見を

基にした政策立案者への助言を目的とし、特定の政策の提

案は行わない」という原則のもとに作成される。軒高は数

度に亘り査読者や各国政府によりチェックを受けてまと

められる。報告書は、報告書本文、断府要議句、及び政策決

定者向け要約 (SPM:summary for Policym北ers)の羽観察

から成るが、本特別報告書の場合にも、本文はA4で仰:r:

ージを超える。実際に各国の政策決定者および一般の読者

に活用されることが多いのは15ページほどのSPMである。

SPMは、科学・技術に基づいた報告書本文とは異なり、

政策決定者の観点から見たCCSを巡る重要な論点に応え

る形式となっている。表HこSRCCS本文の目次を示す。以

下、主要なポイントを抜粋する。
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表1IPCα寺別報告書本文の目次回
第1章序論

第2章 C02の排出源
第3章回収

第4章 C02の輸送
第5章 地中隔離

第6章 海洋隔離

第7章 鉱物の炭酸塩化及び産業利用

第8章 コスト及び経済的ポテンシャル

第9章 温室効果ガス排出インベントリ及び

アカウンティングにおけるCCSの意味

特集

付録 C02及び炭素系燃料の物性、用語、略語など

α芯技術とは:産業やエネルギー関連施設(化石燃料・
バイオマスなどの燃焼を伴うエネノレギー設備、 C仏排

出を伴う産業、天然ガス製造、合成燃料プラント、化

石燃料からの水素製造設備なのからのCω湖、貯
蔵場所への輸送、及び大気からの長期間に亘る(地中、

海洋などへの)隔離から成るプロセス。

. asの可能性:
》温室効果ガス排出削減を達成するためのコスト

を低減し、対策の柔軟性を増す可能性がある。

》化石資源ベースの電力や水素製造設備のC02を

削減できることから、将来的に運輸部門や分散型

エネルギー供系合システムとし、った散在する発生

源からのCQ排出を低減できる可能性もある。

. asに要するエネルギー:CCSを設置した発電所で追加
的に必要なエネルギーは、 CCS無しの場合のほぼ10'""

4Q01oとなり、その殆どが回収に伴う損九完封塙離の

場合、正味のCOZ削減率はおよそ00'""仰もとなる。

俗のコスト:CCSを発電システムに適用した場合、

2f'fJ2年の条件下では、発電コストの上昇はほぼ0.01'""

0.05紘whとなるが、これは、燃料、技術、地域・国

などによって異なる。

邸の現状:CCSを構成する要素梯!t1のレベルは様々で、

回収、輸送、隔離を統合したシステムの例は殆ど無い。

αLの発生源:大規模発生源は、主要な工業地域ヰ都市
部に集中しており、その多くは地中隔離に適した地質

構造を有する区域から筑泊加以内にある。

技術的ポテンシャル:既存の資料に基づくと、世界中

での地中隔離のt矧尚ポテンシャルは、 66'""仰もの確
率で、約2，α旧GtCU2(2兆トン)である。

経済的ポテンシャル:大気中cω濃度安定化シナリオ
(4印'""7E均pm)の殆どにおいて、 CCSの経済的ポテ

ンシヤルは累積で、220'""22f'fJGt CU2 (笈別'""21∞年)
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となり、CCSが世界中の緩和策の15"'55%に貢献する。

貯留効率:種々の観測データやモデルに基づくと、適

切に選定され管理された地中隔離場所にCU2が留まる

割合は、 1∞年後に仰ゲo以上で、ある確率は00'"仰ゲoで、あ

り、 1C削年後にW/C。以上である確率は66'"任問10である。

なお、 SRCCSが発行された時点では、直接・間接的な

規制について明確なものは殆ど無く、国際法などでの特定

の規制対象となるかどうかの公式な解釈は存在していな

かったが、近年議命が進んでしもので衡Zsに譲ることとする。

3.国内外における研究開発の概要

国内におけるCCS関連研究は初年代末の、当時の通商産

業省・工業闘拡傘下の国立研弼庁(現・産業t姉総合研

究所)、及び電力中央研究所におけるCU2回収・海洋F高離

闘?の研究に始まる。その後、大学や企業などにおける各

種のフィージピリティスタデ、ィや技術評価研究を含む研

究開発を経て、経済産業省において、 「二酸化炭素海洋隔

離に伴う環境影響予測技術開発 [1997-JJ、 「二酸化炭

素地中矧罰効開究開発[笈粉JJ、 「二酸化炭素炭層

固定化技術開発 [2∞12-笈泊7JJと、 CU2の貯留技術の全

分野を扱う 3つのプロジェクト、及ひ℃仇の回収に係るプ

ロジェクトが実施されるに至っており、現在では早期の大

規模実証誤験に向けた検討も進みつつある。

欧米においても、我が国よりも予算規模は準かに小さか

ったものの、ほぼ同時期にCCSに係る研究が開始されたが、

ω年代半ばまでは海洋隔離に関わる研究が大半を占めて
いた。 ω年代後半になって、海洋隔離に対する社会的合
意の獲得の困難さもあり、地中開釦こ属する梯wについて、
石油増進回収(即時や酸性ガス(主としてHs)の地中

注入(AcidG部Injection;注入ガスの殆どはCω)に代表

されるCU2の地中注入プロジェクトが存在することが背

景となり、多方面にわたる研究開発及び実証プロジェクト

が、公的な研究資金と共に石油資本を中心とする産業界の

関わりを得て実施されるようになっている。中でも、ノル

ウェーのS阻白丑社で、は、 1鰯年10月より、北海中央部の

臼eipner鉱区で、産出している天然ガスに不純物として含ま

れているCU2を分離し海底下の帯水層に圧入貯留するプ

ロジェクトを実施してきでおり、既に1C削万トンを超え

る規模の期賓を積み上げている。また、カナダのWeyburn

油田ではC仇による石油増進回収(即時によるcω涌離
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を、アルジエリアのIn-臼rahで、は、天然ガス中の不純物と

してのC仇の地中隔離を実施している。これらのプロジェ

クトにおけるC仇処理量は年間1∞万トン規模であり商用

規模の基準ともなっている。

一方、 2庇ゆ年代に入札 CCSを巡る制度的課題に関して

も種々の研究が実施されるようになってきている。例えば

我が国では、 2∞2年になって、 CCSがt支術的・経済的に可
能となったとしても、これによる実質的な大気放出削減量

をUNFCCC~こ沿った各国からの排出量実績の通達にどう

反映させるかといったルールについては何も取り決めが

なされておらず、闘f開発の結果を政策オフ。ションとして

活用するための根拠がない状況にあることを背景として、

経済産業省の地球環境国際新究描隼事業の枠内で、「二酸

化炭素の国別排出インベントリ算出における隔南街支術の

適用ルールに関する研究佃，CS:AR問 archProjErl on 

Aanurr出19R吐回 onCU2 S叩自国tionfor National GHG 

Inventori田~J ブロロジェクトを実施した。このプロジェクト

から得られた成果は、2(肪年に発行されたIPCCのインベ

ントリガイドラインにも反映されている。また同フ。ロジェ

クトにおいて併せて検討されたCCSのωMへの適用可能

性の成果を踏まえて、より詳細な検討フ。ロジェクトが劾包

され、世界でも始めてのCCS-ωMの方法論を2件、我が

国からωM理事会に提出し、国際的な議論をリードする
としづ成果も得られている。また、国際的にもCCSの実施

における最大の課題のひとつとして常に挙げられる社会

的合意の形成についても、我が国が研究の先鞭を付けてい

る。しかし、このような我が国が世界に先駆けて着手した

非梯附な研究分野、即ち制度的・社会科学的研究につい

ても、現在では欧米の活動が透かに活発化していると言わ

ざるを得ないのが実情である。

4.国内外における政策動向

2∞5年のIPCC特別報告書の発行に先立つ7月に英国で

開催されたG8サミットでは気候変動問題が主要議題のひ

とつとして取り上げられ、グレンイーグノレズ行動計画が策

定された。この行動計画においては、エネルギ一利用方法

の転換、クリーン電力の揃隼、研究開発の促進、クリーン・

エネルギーへの移行のための資金調達、気候変動への影響

の対処、違法関采への取組が盛り込まれており、炭素回収

貯留技術の開発及び商業化を加速するための作業に取り

組むと表明している。この行動計画のうち、 CCSに関する



水素エネルギーシステム Vol.34， N 0.1 (2009) 

部分を抜粋して以下に示す(外務省仮訳を修正するととも

に、 「炭素回収貯留」をCCSと略)。

グレンイーゲルズ行動計画

一気候変動、クリーン ・エネルギー、持続可能な開発

14.我々は、以下により、 cα樹 持の開発及ひ商業化を加速
するための作業に取り組む。

a 炭素隔離リーダーシップ・フォーラム (C湿却 の目的及
ひ活動を支持し、同フォーラムがより広い市民社会と協

力すること、また、 αB挺!すの相会的受容性に対する障
壁に対処することを奨励する。

b. IENこ対しα萱Fと協力し、石油増進回収及ひ決然ガス生
産における二酸化炭素の除去を含む化石附特例におけ
るC岱の短期制幾会に関するワーク、ンョップρを開催する

よう要請する。

c. IEAが、 α歪Fと協力し、 「炭素固定が容易な (田陣m
ready) Jプラントに関する定義、費用、範囲を研究し、
経済的誘因を検討するよう要請する。

4 二酸化炭素の地中貯留のための研究上の選択肢につい
て、主要な開発途上国と共に取り組む。

e. 産業界及ひ潤内外の研究プログラム、パートナーシップ
と協力し、開発途上国も含め、炭素回収貯留梯貯の潜在

的可能性を探求する。

このような首脳国によるCCSの重要性の認識に加え、

耳>CCの特別報告書においてccsに係る科学的知見がとり
まとめられたことを背景に、CCS'こ係る政策面での検言すが

ここ数年で一気に加速した。以下では、国内外の幾つかの

動向を紹介する。

-アカウンティングー笈肪附おインベントリガイドライ

ン[2]とαs-a淵
前記のように、CCSに関する研究開発や実証試験が実施

されていたもののccsによる実質的な排出削減量を、どの
ように計量し、 UNFCCCに沿った各国からの排出量実績

(国別温室効果ガスインベントリ((排出 ・ 吸収目録~ )に

どう反映させるかといったルールについては何も取り決

めがなされず、協I-r開発の結果を政策オフ。ションとして活
用するための根拠が弱し、状況が続いてきた。

一方、この国別報告については、各国が比較可能な方法

論を用いて排出・吸収量を算定・報告できるようにとの目

的で作成された、 iH朕奔IPCC国別温室効果ガスインベン

トリガイドラインJに準拠するのが通例となってきた。し

かし、この「ガイドライン」の策定から10年近くが筒品し、

科学的 ・樹首句な知見の進捗があったことなどを踏まえ、

新たに「笈以奔改訂版ガイドラインJ凶が作成された。

このガイドラインは、 i19!渇年版ガイドライン」、「グ、ッド

プラクティスガイダンス(笈以奔)Jを統合するとともに、

特集

IPC仁排出系数データベースの見直し、各国による従来ガ

イドラインの使用経験およびインベントリ審査から得ら

れた経験の反映、脱却年代半ば以降に新たに得られた科

学的、協附知見の反映を施したものであるが、第説会(エ

ネルギー)の第5章において新しくC白地中貯留に係るル

ーノLが規定されたことが鞘敷のひとつとなっており、これ

により、 CCSによる排出削減について、国別排出インベン

トリでの算定が明確化された。

本ガイドラインでは、m回収については、排出源にお
いて回収された場合、大気に排出されないものとしてカウ

ント(回収されなった分のみ排出量としてカウント)する

一方、図3のように、回収フ。ロセスからの漏曳量(1)、輸送

時の漏洩量ω、圧入時の漏j曳量(3)、及び貯留層からの漏
洩量(4)を算出するための指針を提示している。また、貯

留層からの漏洩量の推定については、さらに、図4のよう

な手順を規定している。

にご>p叫 bleEmtUlons

図3 CCSのプロセスとアカウントすべき漏曳流

(笈胤IPCCインベントリガイドライン[2]より)

サイト特性の |貯留サイトの地質特性の棚局所地域の水文 | 
把握 地質と漏洩経路の特定

~ 
漏洩リスクの

|サ件性の把握及びC02挙動予測ザ刈用|評価
による起こり得る漏洩の特定

?田守

~ 

モニタリング l-ング計画の策定(漏洩経問定漏洩量|
の計測、必要に応じた予測モデ〉レの更新)

o 
報告 |内附イ

図4 貯留サイトからの漏洩量の推定手続き

は泌IPCGインベントリガイドライン凶より)

ガイドラインでは一般的に排出量の評価方法として首位

1""'3を以下のよ うに規定しているが、貯留層からの漏洩

については、 官官3のモニタリングによる漏出の測定を原

則とし、モデリング、によって移動予測を併用することを勧
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告している(漏れゼロ以外の定量刷局出矧面は難しし、と考

えている)。しかし現実には、地中貯留サイトの空間的広

がりや、適切に選定された貯留層からの実質的漏洩がゼロ

と考えられること、また仮に微小な長期的漏洩があったと

しても、バックグラウンドのCω農度変化や検出限界を考
えた場合にモニタリングにのみ依存したガイドラインの

有効性を疑問視する向きも多い。

首位1:燃焼に用いた閥斗量や平均的な放出係数から、放出

源からの放出量が推定可能であるとする方法

首位2: 宮町1と同様に類似例からの推定で放出量を推定す

るが、宮町1ではデフォルト値として考慮されてい

なかった国別の特性を考慮する方j去

官re3:複雑で詳細なモデ、ノレや測定が適切に利用される方法

EOR等を除く糊年な排出削減策としてのCCSは、副次

的便益をもたらさないため、CCSが商業ベースで実施され

るにはCα削減効果に対してその便益に対応した価値、言
い換えればCU2の価格を設定することが必要であり、この

場合にもアカウンティングは重要な課題となる。このよう

な観点からCCS開CDMに係る新方法論を我が国の事業者

が提唱したことを契機として、京都メカニズムの下で、の

CCSの適用可能性について国際的な議論が巻き起こったO

これらの方法論はωM理事会やS政皿、さらには

COPIMOP1&2での議論を経て、湖畔のCOPIMOP4の場

で、 f旨針が出される予定となっていたが、様々な利害を含

むことから結局はωM理事会に差し戻しての再検討を実

施するとし、う結末となった。

また、排出権取引(EfS)について先行的な取り組みを

実施しているEUにおいては、 EU-EfSの枠組みの中に

CCSをどう組み込むかといった点lこついて、アカウンティ

ング法を含めた検討を開始している。

これらを含め、CCSに対するインセンティブを如何にし

てもたらすかといった観点からの検討が進められている

が、例え段見行の、制約の夕、ωMのかールや、予測不

能なマネーゲームの結果としての価格変動を伴う現行の

EfSの枠組みが、長期的かっ巨額の投資が必要なCCS事業

に即したもので如、ことは明らかであり、こうし、った観点

からもCCS7J~材各化するとみられるポスト京都に向けた

戦略的検討一例えば、現行のωMとは異なるCCSを対象

とした“メカニズム"の検討などーが必須な時期に来てい

ると思われる。

-ロンドン条約および96年議定書及び圏内法
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廃棄物の海洋投棄を規制する国際的枠組みである

11972年の廃棄物その他の物の投棄による海洋汚染の防

止に関する条約J (ロンドン条約)及びその改正議定書

(96年議定書)の国際発効(平成18年3月24日)により、

同議定書に基づいて海洋投棄を検討できる品目(同議定書

附属書Iに定められたもの)を処分する場合には、同議定

書附属書Eに沿った影響評価の一連の手続きを経た上で

有期限の許可を受け、環境酎見を実施することが義務付け

られている。我が国は、 96年議定書の求める趣旨と榊且

みを国内制度に十分反映するため「海洋汚染等及ひ潟上災

害の防止に関する法律J(以下「海洋汚染防止法Jとしづ。)

の改正を平成16年に行い、廃棄防等の海水への投棄につ

いては、環境大臣の許可がなければできないこととされて

いる(平成19年4月1日施行)。

一方、 96年議定書は、中長期の地球温暖化対策として

の二酸化炭素回収・貯留悌貯(CCS)に対する国際晦忍識の

高まりを受けて、笈肪年10月から11月にかけて開催され

た96年議定書第1回締約国会議において、附属書Iに「二

酸化炭素を隔同住するための二酸化炭素の回収工程から生

ずる二酸化炭素を含んだ、ガスJを追加する改正を関尺し、

同改正は平成19年2月10日に発効した。

二酸化炭素の海底下廃棄(海底下士出書への貯留)は、海

洋環境保全の観有、からは、地主持副菱化lこ伴う海洋環境の悪

化明毎洋酸性化を防止する意義を有するが、一方で、万が

一の漏出が生じた場合には、局所的な海洋環境の悪化をヲ|

き起こす可能性があることにも留意しなければならなし ¥0

96年議定書の早期締結を目指していた我が国は、同議定

書附属書Iの改正を踏まえ、かつ、海洋環境への悪影響を

未然に防止する観長から、二酸化炭素の海底下廃棄に係る

許可制度を新たに設けることとし、平成18年9月4日付け

の環境大臣から中央環境審議会への諮問を付議された地

粥棄境部会の下に「二酸化炭素海底下捌雷日計翠に関する専

門委員会Jが組織され、平成1緋 9月より審議が重ねられ、

平成19年2月に「地駒田愛化対策としての二酸化炭素海底

下士出量貯留の利用とその海洋環境への影響防止の在り方

についてjとして報告書がとりまとめられた。この報告を

受け、平成19年に二酸化炭素の海底下廃棄に係る許可制

度を設けた海洋汚染防止法の改正が行われ(該当条項は、

96年議定書の我が国への適用が開始された平成19年11

月1日より施行された)これにより、改正された法の施行

後にあっては、二酸化炭素のj毎底下廃棄をしようとする者

は、環境大臣の許可を受けなければならないこととされた。
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環野史臣の許可を受けようとする者は、二酸化炭素の海底

下廃棄の許可申請書を提出しなければならなし、。また、こ

の申請書には、二酸化炭素の海底下廃棄が海洋環境に及ぼ

す影響についての事前矧面結果に関する書類、その他「特

定二酸化炭素ガスの海底下廃棄の許可等に関する省令J

(平成19年環境省令第23号。以下「省令Jとしづ。)で

定める書類を添付しなければならないこととされている。

許可申請書等の記載要領は、「特定二酸化炭素ガスの海底

下廃棄の許可の申請に関し必要な事項を定める件J(平成

19年環境省告示第83号。以下「告示Jとしづ。)に示さ

れている。また、海底下廃棄をすることのできるガスの基

準は、海洋汚染等及ひ海上災害の防止に関する法律施行令

の一部を改正する政令(平成19年政令第282号)に次のよ

うに規定されている。

(1) アミン類と二酸化炭素との化学関芯を利用して二酸

化炭素を他の物質から分離する方法により集められ

たものであること。

ω 当該ガスに含まれる二酸化炭素の濃度が体積百分率
九九パーセント以上(当該ガスが石油の精製に使用

する水素の製造のために(一)に規定する方法が用

いられたことにより集められたものである場合には、

体手責百分率九八ノミーセント以上)であること。

(3)二酸化炭素以外の廃棄物等が加えられていないこと。

-我が国のエネルギー・環境政策における俗の位置づけ

我が国のccsを巡る状況を振り返ると、極言すれば数年
前まで単なる研究開発予算の一項目として取り扱われて

いるとし、う状況で、あったが、筆者が長年に亘って主張して

きたことであるが近年になってやっと、資源エネルギー

庁で、も我が国のエネルギー(梯fI)政策の一環として論じ

総

務

緋
イン守yトリ
鎚

図5最近のエネルギー捌常勝・ロード、マッフ。の展開

(エネ総研・角本氏作成の図的嘩修正)

特集

られるようになってきた。

図5に最近の経済産業省(主として資源エネルギー庁)

におけるエネルギー技術戦略とその一部としてのロード

マッフ。の策定に係る活動を示すが ccsに関して始めて論
じられたのは、20C応年10月に技術戦略マッフ。の一部とし

てとりまとめられた「超長期エネルギーt話情ビジョン」で
あろう。そこでは、 21∞年まで、の長期的視野に立って、

士僻求的規模で将来顕在化することが懸念される資源制約、

環境制約を乗り越えるために求められる技術の姿をパッ

クキャスティング手法によって描き出すとともに、し、わゆ

るエネルギーモデルを用し、たシナリオ分析も実施し、ccs
の位置づけについて、下記のように述べている:

超長期エネJレギー技術ピジ記ノ〈抜粋)

我が国では、現状では国内でのα~の地中隔離には量的限界

があり、環境影翠開面と相会的合意瀦専の面で課題を乗り越

える必要のある海洋隔離を想定しなければ量的には不十づ示で

あり、また化石資源の有限性を考えると [化石附斗によるエ

ネルギー側企とα:sに頼るケース】は長期的柏献とはなり
難い。よって、短中期的には必要に応じてαM回収・隔離に
より急激な気t候変動を回避し、長期的に貝れば [再生可能エ

ネルギーを最大限活用しつつ、省エネを究樹切こ行し¥1- 【原

子力を安定的に運転していくケース】ことが宇輔鋪句な社会と

しては望ましし1組合せと考えられる。

一方、笈以奔5月に出された「新・国家エネルギー戦

略(笈以洋)Jの中では、 「戦略的な資源技術開発の

描隼:…炭素貯留揃fI等の開発に重点的に取り組む。J

ことが明記され、さらに2007年3月に閣議決定された

「エネルギー基本計画」におし、ても、 ccsについての
言己主がなされイ立置づけられている。

さらに、安倍元首相が2fJJ7年5月に提唱した「ωl
E紅せ150Jイニシアティブにおいても、高効率石炭火

力発電とccsの組み合わせが、 20反)年のCOi排出量半
減に向けた革新的技術開発の主要課題として取り上げ

られ、これを受けて経済産業省/資源エネルギー庁が

策定した「α氾IIE紅白・エネルギー革薪技体育十画」にお
いては、重点的に取り組むべき革新樹wとして選定さ
れた、 21の断I'Iのひとつとしてccsを位置付けるに至
っている。

一方、経済産業省/産業側i琵蹴局においては、笈削

年10月より二酸化炭素回収 ・貯留研究会(通称、 ccs
研究会)を立ち上げ、加7年10月に中間報告をとりま

とめ、我が国におけるccsの位置づけを明確にした上
で、各国 ・地域の動向を踏まえながら、実用化に向け

-8-
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エネルヰ道本計画(抜粋)

第2章エネルギーの融制こ関し、長期的、総針句かっ計画的
に講ずべき施策
第3節多様なエネルギーの開発、導入及。苛IJ用
6.石炭の導入及。沫Ij用
・・・二酸化炭素回収・財官婦問こっし 1て、中長期的に

も研究開発を進めるとともに、中長期的な観点からの我
が固としての当該技何和川立置付け、環境影響言判面、安全
性言判面、コスト評価、持続可能な開発との整合性等につ
いて、今後検討を行う。
7.エネルギー鞘合構造についての長期展望を踏まえた取
組
ω水素エネノレギー担会の窮見に向けた取組
・・・化石燃斗から水素を劉宣する場合には二酸化炭
素等が排出されることとなる。このため、化石附斗の
改質による水素製箇競情の改善を進め、二酸化炭素の
排出削減、その回収・財官の容易化等を図る。

第4節石油の安定供給確保等に向けた鞠各的・総合的な取
組の強化

1.資源確保に向けた戦略的・総併句な取組の強化
ω資尉量当鞘肋強化に資する櫛持開発の推進等
・・さらに、服組暖化払租への対応に加えて、石
油や炭層メタンの高効率な回収や二酸化炭素含有量
が多い天然ガス田の開発に資するとしりた観点から、
二酸化炭素回収・貯留指牌の開発に取り組む

第3章エネルギーの融合lこ関する施策を長期的、総合的かっ
計画的に推進するために重点的に研究開発のための
施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施

策
第2節重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギ

~Iこ関する樹版びその施策
5. 化石燃料の安定供給確保と有効かっクリーンな利用
に資する梯|すにおける重点的施策
ーまた、化石附斗の利用に伴し1発生する二酸化炭
素の回収・財習指同こっし 1ては、コスト、我が国にお
ける貯留可能量と長期的財官能力、財官した二酸化炭
素の生態系への影響、社会的受容性の確保等の課題に
留意しつつ、地掬副委化問題への対応や資源3新尋能力
の強化に資する梯府として、その開発を推進する。

て取り組んでし1くべき政策的課題を幅広く抽出し、論

点として整理した。ここで課題として挙げられたのは

次のような事項である。

・国内制度・国際ノレーノL等の事業環境整備

》貯留ポテンシャル調査等の環境劉首

》国内関連法令・国際ノトールの整備

~ CCS~こ関する信頼醸成と社会的受容性の確保

》事業の経済性に関する榊且構築

・低コスト化等に向けた技術開発とモデ、ルフ。ロジ

ェクトの描隼

・国際協力の描隼

・産学官連携強化と国内企業の支援

このCCS研究会は2∞昨10月に再開され、後述するG8

の勧告を受けた国内での大規模実証試験の実施を脱み、

①候補地が備えるべき地質等の条件及び候補地の検

特集

討のために必要な情報、

②CCSの実施に際して安全面・環境面において検討

すべき事項

などに係る検討を実施し、 2C削年度初頭を目途として

ICCSの実施に当たり、安全面・環境面より守るべき

指針(仮称:)Jを取りまとめることとしている。

また、 2∞昨7月に閣議決定された「低炭素社会づく

り行動計画」においても CCSが大幅なC仇削減のた

めに重要であるとの認識のもと、コスト削減などを目

指した技術開発に加え、 12鵬年度以降早期に大規模

実証に着手し、 2020年までの実用化を目指す。実用化

に当たっては、環境影響詞咽及びモニタリングの高度

化、法令等の整備、社会受容性の確保などの課題の解

決を図るJとしている。

.G8における俗の位置づけ

前記のグレンイーグルズ行動計画における勧告を受

け、 IEAでは、 2C附年に「エネルギー技術展望2C削

(Ene耶 TechnologyPers:r:x油ーve2側，)J闘を出版し、

その中で、も重要技術のひとつとしてCCSを取り上げて、

GHG削減に対する貢献ポテンシャルの大きいことを

示唆している。また、 CS回、と共同で、 3回シリーズの

ICCSの早期実施機会に関するワークショップ」や、

ICCS~こ関する法規制問題に関するワークショップj

などの開催や各種周査に基づいて、 2∞悼のね毎道・

洞爺湖サミットへ向けた提言をとりまとめた。また、

20ω年の閃%削減を目指したシナリオを検討した「エ

ネルギー技術展望2∞8Jも併せて出版してし、る。これ

らの提言を受け、サミットに先立つG8エネルギ一大臣

会合及びサミットにおいては、下記のようにCCSの推

進を爵見する声明が出されている:

エネルギー大臣会合共同声明ーエネル羊安全倒産と気候変動

・08諸国は笈凶年までのCCSの幅広い普及の開始に向けた

梯欄発を支援することを念頭に、各国の国情を考慮しつ

つ、 2010年までに 20の対見摸な実証プロジェクトを立ち

上げる必要があるとし 1った1EA.α丑Fの勧告を強く支持0
・先進国、途上国双方における大規模一一体型CCS実証ブロロジ

ェクトやcαの普及に向け、国際金一搬関と協力し、金融
支援、キャパピル、'備投共有等の国附7動を偲隼。
.1EA.C証Fによる勧告の2010年時点における実聡伏況と、

CCSの加週的普及と商業化に向けた進捗肉兄を判凪

-9-
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句北海草j同爺閣サミット首脳宣言

22.我々 は、 IFAの支援を受け、炭素回収・貯留(α劾及び先
進的なエネルギ一樹貯を含む、轄庁的財貯のためのロー

ドマップρを策定する国際的イニシアティブを立ち上げ、

既存及び新しいパートナーシップに基づいて協力す

る・・・我々は、笈凶奔までにcωの広範な展開を始め
るために、各国毎の様々な事』情を考慮しつつ、aJl昨ま

でに世界的にaJの大規模なC白の実証フ。ロジェクトが開
始されることを、強く支持・.. 

=主要各国における俗関連j去規制の整備動向

前記のように、我が国においては、ロンドン条約96

年議定書に対応する国内法の整備という観点もあり、

環境省が急ヒ。ッチで海洋汚染防止法を改訂し、海底下

地下へのCU2の貯留を規制する法体系が整備されたが、

結果的には、これが世界で最初のCCSに対する規制法

となったD しかし、 CCSを抱隼する立場からは、この

海洋汚染防止法による規制だけでは事業の実施に不十

分であるとの見方もあり、いわば ICCS事業法Jの考

え方に関する検討も進められている。一方、大型の実

証プロジェクトが既に柄生している各国においても、

下に示した例のようにCCSを対象とした法規制の整備

が進められている。

別辞1月23日、側、卜|委員会はEUの2020年目標を達

成するための「気候変動・エネルギ一政策ノ〈ッケージJ

の一環として、EU-EfSへのCCSの組み込みを含むIEU

排出量取引制度(皿J-EIS)指令改正案(第3フェーズ

(2013"-'2020年)J及び「二酸化炭素の地中間翠に関

する欧州議会及ひ軟州連合理事会の指令倒rative;以

下、 ICCS指令」という。 )Jの草案を公表した。本草

案は、欧州、犠会と欧州連合理事会の両機関での議論を

経て採択されることとなるが、欧州委員会は2∞8年末
の採択を目標としている。欧州においては、この指令

案を背景としつつ、英国、オランダ、ノルウェーなど

においても、国内法規制の検討が進められている。

米国におしては、 COif:也中財督を白島防白kingWa白r

Act(安全飲料水法)下のUIC(地下圧入管理)プログ

ラムにより規制する方針の下、環境保護庁 (US即必

を中心とした検討が進められており、法案のドラフト

に対するパブリックコメントなどを収集する段階にあ

り、 2010年から2011年にかけての法制化を目指してい

る。

また、豪州|においては、 OffshorePetroleum Act 

(OPA:沖合石油法)笈粉を改正することによりCCS

特集

関連法規制を整備する方針の下、検討が進められてい

る。

5. おわりに

筆者らがCCSに携わってから約20年が経過したが、

当時から見るとCCSを巡る状況には隔世の感がある。

しかし、 CCSが政策オフ。ションとして認知されたと

しても、それがC仇排出削減策として実質的に機能す

るためには、様々な課題があり、技術はその一部に過

ぎない。即ち、技術開発による効率向上やコスト低減

の他にも、本稿で述べた法規制を含めた制度整備、

ω1M (或いは類似したメカニズム)への適用や経済面

でのインセンティブの付与、社会的受容の獲得など、

非技術面での課題も山積しているというのが国際的な

共通認識である。

このような背景の下、我が国に於いてもccsをどの程度
の規模で政策的オフ。ションとして関尺するのか、また樹尺

するならば、実現に向けた環境整備や制度設計についてス

ピード感のある検討を実施し、具体的施策を打ち出す時期

に来ていると思われる。
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